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改 正 後 現 行 

【本編】 

Ⅱ 保険監督上の評価項目 

Ⅱ－4 業務の適切性 

Ⅱ－4－2 保険募集管理態勢 

Ⅱ－4－2－2 保険契約の募集上の留意点 

 

(1) （略） 

 

(2) 法第294条、第300条の2関係（情報提供義務） 

①～⑧ （略） 

⑨ 情報提供義務の適用除外（規則第227条の2） 

ア．～イ． （略） 

ウ．規則第227条の2第9項第1号イに規定される保険契約とは、例えば、

世帯主が家族に対して保険をかけたうえで、保険料は世帯主が負担す

る場合や、法人がその被用者を被保険者として保険契約を締結する場

合であって保険料を当該法人自身が負担する場合などが考えられる。 

（注）明確に被保険者に保険料負担を求めるものではないが、物品等

の通常販売価格及び市場価格との比較並びに保険給付のために必

要な保険料の額が物品等の価格に占める割合などから、被保険者

が負担する実質的な保険料があると解される場合があることに留

意する必要がある。 

なお、保険法に基づき被保険者の同意が求められる場合には、

被保険者に対して、当該同意の可否を判断するに足りる情報が提

供される必要があることに留意する必要がある。 

エ． （略） 

オ．主たる商品の販売等に係る販売促進目的の保険商品については、被

保険者の意思決定を要さず、当該主たる商品の販売等との関連性を有

するものとして、保険料等が主たる商品の販売等と比べ、社会通念

上、景品（おまけ）程度のものであると考えられるものは、規則第227

条の2第9項第1号ハに掲げる保険契約に該当するものとする。 

【本編】 

Ⅱ 保険監督上の評価項目 

Ⅱ－4 業務の適切性 

Ⅱ－4－2 保険募集管理態勢 

Ⅱ－4－2－2 保険契約の募集上の留意点 

 

(1) （略） 

 

(2) 法第294条、第300条の2関係（情報提供義務） 

①～⑧ （略） 

⑨ 情報提供義務の適用除外（規則第227条の2） 

ア．～イ． （略） 

ウ．規則第227条の2第7項第1号イに規定される保険契約とは、例えば、

世帯主が家族に対して保険をかけたうえで、保険料は世帯主が負担す

る場合や、法人がその被用者を被保険者として保険契約を締結する場

合であって保険料を当該法人自身が負担する場合などが考えられる。 

（注）明確に被保険者に保険料負担を求めるものではないが、物品等

の通常販売価格及び市場価格との比較並びに保険給付のために必

要な保険料の額が物品等の価格に占める割合などから、被保険者

が負担する実質的な保険料があると解される場合があることに留

意する必要がある。 

なお、保険法に基づき被保険者の同意が求められる場合には、

被保険者に対して、当該同意の可否を判断するに足りる情報が提

供される必要があることに留意する必要がある。 

エ． （略） 

オ．主たる商品の販売等に係る販売促進目的の保険商品については、被

保険者の意思決定を要さず、当該主たる商品の販売等との関連性を有

するものとして、保険料等が主たる商品の販売等と比べ、社会通念 

上、景品（おまけ）程度のものであると考えられるものは、規則第227

条の2第7項第1号ハに掲げる保険契約に該当するものとする。 
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  ⑩ （略） 

⑪ 保険募集人が顧客に対して明らかにする氏名に係る態勢整備関係 

法第294条第3項及び規則第227条の2第10項第1号に規定する保険募集人

が顧客に対して明らかにする氏名について、旧氏（保険業法施行規則第214

条第１項第4号に規定する「旧氏」をいう。以下同じ。）を使用する場合

は、保険会社において、保険募集人として登録・届出を行っている氏名と

顧客に対して明らかにする氏名を適切に管理する態勢を整備した上で、旧

氏を使用することができる。 

 

(3)～(17) （略） 

 

⑩ （略） 

⑪ 保険募集人が顧客に対して明らかにする氏名に係る態勢整備関係 

法第294条第3項及び規則第227条の2第9項第1号に規定する保険募集人

が顧客に対して明らかにする氏名について、旧氏（保険業法施行規則第214

条第１項第4号に規定する「旧氏」をいう。以下同じ。）を使用する場合

は、保険会社において、保険募集人として登録・届出を行っている氏名と

顧客に対して明らかにする氏名を適切に管理する態勢を整備した上で、旧

氏を使用することができる。 

 

(3)～(17) （略） 

Ⅲ 保険検査・監督に係る事務処理上の留意点 

Ⅲ－1 検査・監督事務に係る基本的考え方 

Ⅲ－1－12 申請書等を提出するに当たっての留意点 

 

「Ⅲ－1－11 書面・対面による手続きについての留意点」を踏まえ、保

険会社等による当局への申請・届出等については、原則として、以下(1)、

(2)に掲げる方法により提出を求めることとする。 

ただし、公的機関が発行する添付書類（住民票の写し、身分証明書、戸籍

謄本、税・手数料等の納付を証する書類等）については、原本送付を求める

こととする。 

 

(1) 金融庁電子申請・届出システム 

保険会社等による当局への申請・届出等のうち、(2)に掲げる金融庁業

務支援統合システム（以下「統合システム」という。）を利用して提出を

求める手続を除いては、原則として、金融庁電子申請・届出システムを利

用して法令に定める提出期限までに提出を求めることとする。 

 

Ⅲ 保険検査・監督に係る事務処理上の留意点 

Ⅲ－1 検査・監督事務に係る基本的考え方 

Ⅲ－1－12 申請書等を提出するに当たっての留意点 

 

「Ⅲ－1－11 書面・対面による手続きについての留意点」を踏まえ、保

険会社等による当局への申請・届出等については、原則として、以下(1)、

(2)に掲げる方法により提出を求めることとする。 

ただし、公的機関が発行する添付書類（住民票の写し、身分証明書、戸籍

謄本、税・手数料等の納付を証する書類等）については、原本送付を求める

こととする。 

 

(1) 金融庁電子申請・届出システム 

保険会社等による当局への申請・届出等のうち、(2)に掲げる金融庁業

務支援統合システム（以下「統合システム」という。）を利用して提出を

求める手続を除いては、原則として、金融庁電子申請・届出システムを利

用して法令に定める提出期限までに提出を求めることとする。 

ただし、金融庁がホームページにおいて掲載するe-Govを利用して申請

保険会社向けの総合的な監督指針（新旧対照表） 
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(2) 金融庁業務支援統合システム 

業務報告書（中間期にあっては中間業務報告書）については、原則とし

て、統合システムを利用して提出を求めることとする。 

 

Ⅲ－2 保険業法等に係る事務処理 

Ⅲ－2－1 特定保険募集人の登録等事務 

 

特定保険募集人の登録事務にあたっては、以下の点に留意して、行うこ

ととする。 

なお、少額短期保険募集人については、「保険会社向けの総合的な監督指

針（別冊）」（少額短期保険業者向けの監督指針）Ⅲ－2－4（少額短期保険募

集人の登録事務）によるものとする。 

 

(1) 特定保険募集人の登録（法第 276 条関係） 

① （略） 

② 所属保険会社を代理人とする登録の申請等（法第 284 条関係） 

特定保険募集人又は法第 280 条第 1項第2号から第 7号までに定める者

（以下、「特定保険募集人等」という。）については、法第 284 条の規定

により所属保険会社を代理人として登録申請、法第 280 条第 1項第 1号に

基づく届出（以下、「変更届出」という。）、法第 280 条第 1項第 2号か

ら第 7号の規定に基づく届出（以下、「廃業等届出」という。）又は法第

302 条の規定に基づく届出（以下、「使用人届出」という。）をとりまと

めのうえ行うことができる。 

書等の提出が可能な手続については、当面の間、金融庁電子申請・届出シ

ステムを利用した提出と並行して、e-Gov を利用した提出についても可能

とする。 

 

(2) 金融庁業務支援統合システム 

業務報告書（中間期にあっては中間業務報告書）については、原則とし

て、統合システムを利用して提出を求めることとする。 

 

Ⅲ－2 保険業法等に係る事務処理 

Ⅲ－2－1 特定保険募集人の登録等事務 

 

特定保険募集人の登録事務にあたっては、以下の点に留意して、行うこ

ととする。 

なお、少額短期保険募集人については、「保険会社向けの総合的な監督指

針（別冊）」（少額短期保険業者向けの監督指針）Ⅲ－2－4（少額短期保険募

集人の登録事務）によるものとする。 

 

(1) 特定保険募集人の登録（法第 276 条関係） 

① （略） 

② 所属保険会社を代理人とする登録の申請等（法第 284 条関係） 

特定保険募集人又は法第 280条第 1項第2号から第 6号までに定める者

（以下、「特定保険募集人等」という。）については、法第 284 条の規定

により所属保険会社を代理人として登録申請、法第 280 条第 1項第 1号に

基づく届出（以下、「変更届出」という。）、法第 280 条第 1項第 2号か

ら第 6号の規定に基づく届出（以下、「廃業等届出」という。）又は法第

302 条の規定に基づく届出（以下、「使用人届出」という。）をとりまと

めのうえ行うことができる。 

保険会社向けの総合的な監督指針（新旧対照表） 
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③ （略） 

④ 登録申請等の書類の受理 

ア．～ウ． （略） 

エ． 申請等データにより「電子申請・届出システム」へ送信があった場

合は、登録免許税又は手数料が電子納付されるときを除き、申請等

データを受理した管轄財務局において別途収入印紙を受理すること

とする。 

⑤ 登録申請書の審査基準等 

ア．・イ．（略） 

ウ． 所要の収入印紙の貼付又は電子納付の有無 

(ア) 登録申請者が保険代理店の場合、登録免許税法に規定する額の

収入印紙の貼付又は電子納付がされているか。 

(イ) 登録申請者が生命保険募集人のうち「内勤職員」・「営業職員」・

「保険代理店使用人」・「法人保険代理店使用人」の場合、令第 39

条の３に規定する額の収入印紙の貼付又は電子納付がされている

か。 

エ． （略） 

⑥ 登録申請書の添付書類 

登録申請書の添付書類については、法第 277 条第２項各号及び規則第

214 条第１項各号に規定する以下の書類が添付されているか。 

なお、添付書類の取扱いについては、法第 284 条の規定に基づく代理申

請にあっては、原則として提示をもって足りることとし、提示後、代申会

社等において常に提出できる状態で保管させるものとする。 

ア．  （略） 

イ． 登録申請書の添付書類は、以下のとおりとする。 

（ア） （略） 

（イ） 登録申請者が法人の場合 

③ （略） 

④ 登録申請等の書類の受理 

ア．～ウ． （略） 

エ． 申請等データにより「電子申請・届出システム」へ送信があった場

合は、申請等データを受理した管轄財務局において別途収入印紙を

受理することとする。 

 

⑤ 登録申請書の審査基準等 

ア．・イ． （略） 

ウ． 所要の収入印紙の貼付の有無 

 (ア) 登録申請者が保険代理店の場合、登録免許税法に規定する額の

収入印紙が貼付されているか。 

(イ) 登録申請者が生命保険募集人のうち「内勤職員」・「営業職員」・

「保険代理店使用人」・「法人保険代理店使用人」の場合、令第 39

条の３に規定する額の収入印紙が貼付されているか。 

 

エ． （略） 

⑥ 登録申請書の添付書類 

登録申請書の添付書類については、法第 277 条第２項各号及び規則第

214 条第１項各号に規定する以下の書類が添付されているか。 

なお、添付書類の取扱いについては、法第 284 条の規定に基づく代理申

請にあっては、原則として提示をもって足りることとし、提示後、代申会

社等において常に提出できる状態で保管させるものとする。 

ア．  （略） 

イ． 登録申請書の添付書類は、以下のとおりとする。 

（ア） （略） 

（イ） 登録申請者が法人の場合 

保険会社向けの総合的な監督指針（新旧対照表） 
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a．～c． （略） 

d．定款若しくは登記事項証明書又はこれらに代わる書類（以下、「定

款等」という。）（規則第 214 条第 1項第 2号） 

（注）登記事項証明書（海外当局が発行するものを除く。）の場合

は、法務省の登記情報システムから取得するため、添付を要

しない。 

ウ．～カ． （略） 

⑦～⑩ （略） 

 

(2) 変更の届出等 

① （略） 

② 変更の届出にあたっては、以下の点に留意するものとする。 

ア．・イ． （略） 

ウ． 生命保険募集人の職種区分を「内勤職員」・「営業職員」・「保険代理

店使用人」・「法人保険代理店使用人」から「個人保険代理店」に変更

する場合、登録免許税法に規定する額の収入印紙の貼付又は電子納

付がされているか。 

エ．・オ． （略） 

 

(3) 廃業等の届出（法第280条第1項第2号から第7号関係） 

① （略） 

② 代申会社等が特定保険募集人の代理人として法第280条第1項第3号か

ら7号に定める廃業等届出を行う場合には、代理申請書を作成し、当該

特定保険募集人を現に登録している管轄財務局等に提出させることとす

る。 

③・④ （略） 

(4)～(8) （略） 

a．～c． （略） 

d．定款若しくは登記事項証明書又はこれらに代わる書類（以下、「定

款等」という。）（規則第 214 条第 1項第 2号） 

 

 

 

ウ．～カ． （略） 

⑦～⑩ （略） 

 

(2) 変更の届出等 

① （略） 

② 変更の届出にあたっては、以下の点に留意するものとする。 

ア．・イ． （略） 

ウ． 生命保険募集人の職種区分を「内勤職員」・「営業職員」・「保険代理

店使用人」・「法人保険代理店使用人」から「個人保険代理店」に変更

する場合、変更届出に登録免許税法に規定する額の収入印紙が貼付

されているか。 

エ．・オ． （略） 

 

(3) 廃業等の届出（法第280条第1項第2号から第6号関係） 

① （略） 

② 代申会社等が特定保険募集人の代理人として法第280条第1項第3号か

ら6号に定める廃業等届出を行う場合には、代理申請書を作成し、当該

特定保険募集人を現に登録している管轄財務局等に提出させることとす

る。 

③・④ （略） 

(4)～(8) （略） 

 

保険会社向けの総合的な監督指針（新旧対照表） 
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Ⅴ 保険仲立人関係 

Ⅴ－1 登録事務 

Ⅴ－1－3 登録申請書の添付書類 

 

規則第 219 条に規定する登録申請書の添付書類の内容は、以下のとおりと

する。 

 

(1)・(2) （略） 

 

(3) 代替書類 

規則第 219 条第 1項第 2号に規定する「これらに代わる書類」及び同条同

項第 3号イに規定する「これに代わる書類」等とは以下の書類をいう。なお、

申請者が法人でない社団又は財団であるときは、これに準ずるものを含むも

のとする。 

① 法人の場合の定款又は登記事項証明書（以下、Ⅴ－1において「定款等」

という。）に代わる書面とは、商業登記簿謄本・抄本等をいうものとする。 

登記事項証明書（海外当局が発行するものを除く。）の場合は、法務省

の登記情報システムから取得するため、添付を要しない。 

定款等又はこれに代わる書面は、保険仲立人の業務を営むことができ

る旨規定されているものとする。 

定款等又はこれに代わる書面は、原本と相違ない旨の記載があれば、

その写しで差し支えないものとする。 

（注）登録申請書の代表者の氏名に旧氏及び名を括弧書きで併せて記載

する場合は、規則第 219 条第 1 項第 3 号ロに規定する「当該旧氏及

び名を証する書類」を添付するものとする（登録申請を別途行って

Ⅴ 保険仲立人関係 

Ⅴ－1 登録事務 

Ⅴ－1－3 登録申請書の添付書類 

 

規則第 219 条に規定する登録申請書の添付書類の内容は、以下のとおりと

する。 

 

(1)・(2) （略） 

 

(3) 代替書類 

規則第 219 条第 1項第 2号に規定する「これらに代わる書類」及び同条同

項第 3号イに規定する「これに代わる書類」等とは以下の書類をいう。なお、

申請者が法人でない社団又は財団であるときは、これに準ずるものを含むも

のとする。 

① 法人の場合の定款又は登記事項証明書（以下、Ⅴ－1において「定款等」

という。）に代わる書面とは、商業登記簿謄本・抄本等をいうものとする。 

 

 

定款等又はこれに代わる書面は、保険仲立人の業務を営むことができ

る旨規定されているものとする。 

定款等又はこれに代わる書面は、原本と相違ない旨の記載があれば、

その写しで差し支えないものとする。 

（注）登録申請書の代表者の氏名に旧氏及び名を括弧書きで併せて記載

する場合は、規則第 219 条第 1 項第 3 号ロに規定する「当該旧氏及

び名を証する書類」を添付するものとする（登録申請を別途行って

保険会社向けの総合的な監督指針（新旧対照表） 
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いる代表者を除く）。 

②・③ （略） 

 

Ⅴ－5 業務関係 

Ⅴ－5－5 特定契約 

 

保険仲立人における特定契約の取扱いについては、損害保険代理店におけ

る取扱い（Ⅱ－4－2－2（6）②及び③）に準ずるものとし（同項の「損害保険

代理店」を「保険仲立人」と読み替えて準用するものとする。）、保険仲立人に

おいて、特定契約の保険募集について適切に管理し、かつ、厳正を期すものと

する。 

いる代表者を除く）。 

②・③ （略） 

 

Ⅴ－5 業務関係 

Ⅴ－5－5 特定契約 

 

保険仲立人における特定契約の取扱いについては、損害保険代理店におけ

る取扱い（Ⅱ－4－2－2（2）②）に準ずるものとし（同項の「損害保険代理店」

を「保険仲立人」と読み替えて準用するものとする。）、保険仲立人において、

特定契約の保険募集について適切に管理し、かつ、厳正を期すものとする。 

【様式・参考資料編】 

Ⅱ．その他報告等様式集 

（略） 

Ⅲ－2－1① 生命保険募集人登録申請書（規則別紙様式第１７号）記載事項  

Ⅲ－2－1② 損害保険代理店登録申請書（規則別紙様式第１７号）記載事項  

（略） 

【様式・参考資料編】 

Ⅱ．その他報告等様式集 

（略） 

Ⅲ－2－1① 生命保険募集人登録申請書（規則別紙様式第１７号）記載事項  

Ⅲ－2－2① 損害保険代理店登録申請書（規則別紙様式第１７号）記載事項  

（略） 

                           （様式Ⅲ-2-1①） 

（別紙１） 

 内勤職

員 

営業職

員 

個人保

険代理

店 

法人保

険代理

店 

個人保

険代理

店使用

人 

法人保険

代理店使

用人 

日付 申請書記載日 

商号又

は氏名 

外国人で通称名が登録されて

いる者は、本国名か通称名か

いずれか一方を選択する。個

人保険代理店は代表者の氏名

法人

名、代

表者の

役職及

内勤職員等と同様 

（様式Ⅲ-2-1） 

（別紙１） 

 内勤職

員 

営業職

員 

個人保

険代理

店 

法人保

険代理

店 

個人保

険代理

店使用

人 

法人保険

代理店使

用人 

日付 申請書記載日 

商号又

は氏名 

外国人で通称名が登録されて

いる者は、本国名か通称名か

いずれか一方を選択する。個

人保険代理店は代表者の氏名

法人

名、代

表者の

役職及

内勤職員等と同様 
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を記載し、屋号は記載しな

い。 

び氏名

を記名

する。 

法定代

理人氏

名 

申請者が営業に関

し成年者と同一 内

勤職員等と同様の

能力を有しない未

成年者のとき記載

する。法定代理人

は、父母の一方若

しくは見後人をも

って足りるものと

する。 

記載しない。 内勤職員等と同様 

職種区

分 

該当の職種区分を余白に記載する。 

登録 便宜上代申支社において登録年月日欄には、登録申請年月日を記

載し、登録番号欄には、申請番号を記載しておくものとする。申

請番号は、別紙２「申請番号・登録番号の記載要領」により記載

させるものとする。 

商号・

名称又

は氏名 

住民票等にある氏名 登記簿

謄本等

にある

法人名 

住民票等にある氏

名 

代表者

又は管

理人の

氏名 

記載しない。 代表者

氏名 

記載しない。 

生年月

日・性

住民票等にある生年月日・性

別 

代表者

の生年

住民票等にある生

年月日・性別 

を記載し、屋号は記載しな

い。 

び氏名

を記名

する。 

法定代

理人氏

名 

申請者が営業に関

し成年者と同一 内

勤職員等と同様の

能力を有しない未

成年者のとき記載

する。法定代理人

は、父母の一方若

しくは見後人をも

って足りるものと

する。 

記載しない。 内勤職員等と同様 

職種区

分 

該当の職種区分を余白に記載する。 

登録 便宜上代申支社において登録年月日欄には、登録申請年月日を記

載し、登録番号欄には、申請番号を記載しておくものとする。申

請番号は、別紙２「申請番号・登録番号の記載要領」により記載

させるものとする。 

商号・

名称又

は氏名 

住民票等にある氏名 登記簿

謄本等

にある

法人名 

住民票等にある氏

名 

代表者

又は管

理人の

氏名 

記載しない。 代表者

氏名 

記載しない。 

生年月

日・性

住民票等にある生年月日・性

別 

代表者

の生年

住民票等にある生

年月日・性別 

保険会社向けの総合的な監督指針（新旧対照表） 
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別 月日・

性別 

事務所

の名称 

所属す

る支社

名等 

代申支

社名 

住民票

等にあ

る氏名 

 

母店名

（他事

務所が

ある場

合は別

葉に記

載） 

記載し

ない。 

勤務し

ている

事務所 

事務所

の所在

地 

所属す

る支社

等の所

在地 

代申支

社の所

在地 

 

事務所

の所在

地 

母店の

所在地

（同

上） 

所属代

理店の

事務所

の所在

地 

勤務し

ている

事務所

の所在

地 

所属代

理店等

の商号

等 

記載しない。 所属代理店の商

号、名称又は氏名

を記載する。（個

人保険代理店使用

人にあたっては、

屋号を記載しな

い。） 

所属保

険会社

の商

号、名

称又は

氏名 

所属保険会社の商

号、名称又は氏名 

所属保険会社の商号、名称又は氏名と代申

支社名。乗合の場合は、代申会社がわかる

ようにする。 

他に行

ってい

他に行っている業務がある場合は、その主要な業務を１つ記載す

る。ない場合は、その旨記載する。 

別 月日・

性別 

事務所

の名称 

「本

社」 

代申支

社名 

住民票

等にあ

る氏名 

 

母店名

（他事

務所が

ある場

合は別

葉に記

載） 

記載し

ない。 

勤務し

ている

事務所 

事務所

の所在

地 

本社の

所在地 

代申支

社の所

在地 

 

事務所

の所在

地 

母店の

所在地

（同

上） 

所属代

理店の

事務所

の所在

地 

勤務し

ている

事務所

の所在

地 

所属代

理店等

の商号

等 

記載しない。 所属代理店の商

号、名称又は氏名

を記載する。（個

人保険代理店使用

人にあたっては、

屋号を記載しな

い。） 

所属保

険会社

の商

号、名

称又は

氏名 

所属保険会社の商

号、名称又は氏名 

所属保険会社の商号、名称又は氏名と代申

支社名。乗合の場合は、代申会社がわかる

ようにする。 

他に行

ってい

他に行っている業務がある場合は、その主要な業務を１つ記載す

る。ない場合は、その旨記載する。 

保険会社向けの総合的な監督指針（新旧対照表） 
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る業務

の職種 

備考 記載しない。 代表者

の整理

番号。

整理番

号の付

番方法

は申請

番号に

準じ

る。 

代表者

が生命

保険協

会が行

ってい

る一般

課程試

験に合

格して

いるか

を記載

する。 

記載しない。 

（注）１～３ （略） 

る業務

の職種 

備考 記載しない。 代表者

の整理

番号。

整理番

号の付

番方法

は申請

番号に

準じ

る。 

代表者

が生命

保険協

会が行

ってい

る一般

課程試

験に合

格して

いるか

を記載

する。 

記載しない。 

（注）１～３ （略） 

生保会社コード一覧 

 

①生命保険会社 

会社名 コード 会社名 コード 会社名 コード 

生保会社コード一覧 

 

① 生命保険会社 

会社名 コード 会社名 コード 会社名 コード 
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日 本 ＤＡ プルデンシャ

ル 

ＤＹ 三井住友海上 

プライマリー 

ＥＵ 

ニッセイ・ウ

ェ ル ス 

ＤＤ S B I ＤＺ クレディ・ア

グ リ コ ル 

ＥＷ 

Ｔ＆Ｄフィナ

ン シ ャ ル 

ＤＦ オ リ ッ ク ス ＥＡ 第一フロンテ

ィ ア 

ＥＸ 

太 陽 ＤＨ ア ク サ ＥＢ か ん ぽ ＥＹ 

第 一 ＤＪ エ ヌ エ ヌ ＥＣ イオン・アリ

ア ン ツ 

ＥＺ 

大 同 ＤＫ 三井住友海上

あ い お い 

ＥＤ メットライフ ＦＣ 

富 国 ＤＯ フコクしんら

い 

ＥＥ ア フ ラ ッ ク ＦＴ 

朝 日 ＤＰ 東京海上日動

あ ん し ん 

ＥＪ チューリッヒ ＦＷ 

ジ ブ ラ ル タ ＤＱ F W D ＥＮ カ ー デ ィ フ ＦＸ 

明 治 安 田 

 

 

ＤＲ 削 る 削る ライフネット ＪＡ 

大 樹 ＤＳ マニュライフ ＥＱ アクサダイレ

ク ト 

ＪＢ 

住 友 

 

 

ＤＴ ネオファース

ト 

ＥＲ み ど り ＪＣ 

ソ ニ ー 

 

ＤＵ 削 る 削る 楽 天 ＪＤ 

S O M P O 

ひ ま わ り 

ＤＷ ﾌﾟﾙﾃﾞﾝｼｬﾙｼﾞ

ﾌ ﾞ ﾗ ﾙ ﾀ 

ﾌ ｧ ｲ ﾅ ﾝ ｼ ｬ ﾙ 

ＥＴ 削 る 削る 

日 本 ＤＡ プルデンシャ

ル 

ＤＹ 三井住友海上 

プライマリー 

ＥＵ 

マスミューチ

ュ ア ル 

ＤＤ ピーシーエー ＤＺ クレディ・ア

グ リ コ ル 

ＥＷ 

Ｔ＆Ｄフィナ

ン シ ャ ル 

ＤＦ オ リ ッ ク ス ＥＡ 第一フロンテ

ィ ア 

ＥＸ 

太 陽 ＤＨ ア ク サ ＥＢ か ん ぽ ＥＹ 

第 一 ＤＪ アイエヌジー ＥＣ ア リ ア ン ツ 

 

ＥＺ 

大 同 ＤＫ 三井住友海上

あ い お い 

ＥＤ メットライフ ＦＣ 

富 国 ＤＯ フコクしんら

い 

ＥＥ 新 設 新設 

朝 日 ＤＰ 東京海上日動

あ ん し ん 

ＥＪ 新 設 新設 

ジ ブ ラ ル タ ＤＱ Ａ Ｉ Ｇ 富 士 ＥＮ 新 設 新設 

明 治 安 田 ＤＲ 東京海上日動

フィナンシャ

ル 

ＥＯ ライフネット ＪＡ 

三 井 ＤＳ マニュライフ ＥＱ アクサダイレ

ク ト 

ＪＢ 

住 友 ＤＴ 損保ジャパン 

ディー・アイ・

ワ イ 

ＥＲ み ど り ＪＣ 

ソ ニ ー ＤＵ ハートフォー

ド 

ＥＳ 楽 天 ＪＤ 

損保ジャパン

日 本 興 亜 

ひ ま わ り 

ＤＷ ﾌﾟﾙﾃﾞﾝｼｬﾙｼﾞ

ﾌ ﾞ ﾗ ﾙ ﾀ 

ﾌ ｧ ｲ ﾅ ﾝ ｼ ｬ ﾙ 

ＥＴ ソ ニ ー ラ イ

フ・エイゴン 

ＪＥ 

保険会社向けの総合的な監督指針（新旧対照表） 
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    メ デ ィ ケ ア ＪＦ 

    は な さ く ＪＧ 

    な な い ろ ＪＨ 
 

    メ デ ィ ケ ア ＪＦ 

    新 設 新設 

    新 設 新設 
 

（様式Ⅲ-2-1②） 

（別紙１） 

損害保険代理店登録申請書記載要領 

 

 区分 

項目 

個人保険代理店 法人保険代理店 

上

片 

日付 財務局への登録申請日を

記載する。 

同左 

商号又は名

称・氏名 

 氏名は代表者又は管理人

の氏名を記載する。なお、

代表者が複数いる場合は、 

筆頭者の氏名を記載する

こととする。代理店が、別

個に支店の登録を行う場 

合、登録申請者は、登録を

しようとする代理店の支

店長等とせず、本店の代表

者とすることで差し支え

ない。 

法定代理人

氏名 

法定代理人氏名は、申請者

が営業に関し成年者と同

一の能力を有しない未成

年者の場合に記載する。 

―――――――――― 

下

片 

登録 登録年月日欄は、管轄財務

局において記載する。登録

番号欄は、別紙２「登録番

同左 

（様式Ⅲ-2-2） 

（別紙１） 

損害保険代理店登録申請書記載要領 

 

 区分 

項目 

個人保険代理店 法人保険代理店 

上

片 

日付 財務局への登録申請日を

記載する。 

同左 

商号又は名

称・氏名 

 氏名は代表者又は管理人

の氏名を記載する。なお、

代表者が複数いる場合は、 

筆頭者の氏名を記載する

こととする。代理店が、別

個に支店の登録を行う場 

合、登録申請者は、登録を

しようとする代理店の支

店長等とせず、本店の代表

者とすることで差し支え

ない。 

法定代理人

氏名 

法定代理人氏名は、申請者

が営業に関し成年者と同

一の能力を有しない未成

年者の場合に記載する。 

―――――――――― 

下

片 

登録 登録年月日欄は、管轄財務

局において記載する。登録

番号欄は、別紙２「登録番

同左 
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号の記載要領」により代申

会社に記載させるものと

する。 

代申会社名 代申会社名を記載する 同左 

商号・名称又

は氏名 

氏名を記載する。 商号又は名称を記載する。 

代表者又は

管理者の氏

名 

―――――――――― 

代表者又は管理者の氏名

を記載する。なお、代表者

が複数いる場合は、当該欄

には筆頭者を記載し、その

他の代表者については、

「代表者又は管理人（別

表）」（別紙様式65、以下

「代表者別表」という。）

に記載し、登録申請書に添

付するものとする。 

生年月日等 申請者の生年月日及び性

別を記載する。 

筆頭者の生年月日及び性

別を記載し、筆頭者以外の

代表者については、代表者

別表に記載する。 

事務所の名

称・所在地 

損害保険代理業務を行う

事務所について記載する。

（事務所の名称がない場

合は名称欄の記載を要し

ない。） 

損害保険代理業務を行う

事務所について記載する。

代理店が別個に支店等の

登録を行う場合には、既登

録の代理店の事務所につ

いては、登録申請書の「事

務所の名称、所在地」欄の

記載を要しない。 

他に業務を 他に業務を行っている場 他に業務を行っている場

号の記載要領」により代申

会社に記載させるものと

する。 

代申会社名 代申会社名を記載する 同左 

商号・名称又

は氏名 

氏名を記載する。 商号又は名称を記載する。 

代表者又は

管理者の氏

名 

―――――――――― 

代表者又は管理者の氏名

を記載する。なお、代表者

が複数いる場合は、当該欄

には筆頭者を記載し、その

他の代表者については、

「代表者又は管理人（別

表）」（別紙様式65、以下

「代表者別表」という。）

に記載し、登録申請書に添

付するものとする。 

生年月日等 申請者の生年月日及び性

別を記載する。 

筆頭者の生年月日及び性

別を記載し、筆頭者以外の

代表者については、代表者

別表に記載する。 

事務所の名

称・所在地 

損害保険代理業務を行う

事務所について記載する。

（事務所の名称がない場

合は名称欄の記載を要し

ない。） 

損害保険代理業務を行う

事務所について記載する。

代理店が別個に支店等の

登録を行う場合には、既登

録の代理店の事務所につ

いては、登録申請書の「事

務所の名称、所在地」欄の

記載を要しない。 

他に業務を 他に業務を行っている場 他に業務を行っている場

保険会社向けの総合的な監督指針（新旧対照表） 



 

1
4 

改 正 後 現 行 

行っている

場合は、その

業務の種類 

合については、その主要な

業務の記載をもって足り

るものとする。ただし、生

命保険募集人の登録を受

けている場合はその旨を

記載する。 

合については、その主要な

業務の記載をもって足り

るものとする。ただし、生

命保険募集人の登録を受

けている場合はその旨記

載する。 

所属保険会

社の商号、名

称又は氏名 

乗合会社（代申会社以外）

がある場合は乗合会社名

を略記する。 

同左 

備考 代申会社が、登録申請書の

記載事項及び登録申請書

の添付書類を代理店から

徴求したことの確認とし

て、代申会社において添付

書類徴求済の旨を記載す

る。 

同左 

代理店がその支店等を別

個の代理店として登録の

申請を行う場合には、新た

に登録する事務所の登録

申請書の備考欄に「本店に

て呈示済」の旨記載し、本

店の代申会社名とその登

録番号を記載して提出す

れば添付書類を省略する

ことができる。 

抹消 記載を要しない 同左 

受付 記載を要しない 同左 

   
 

行っている

場合は、その

業務の種類 

合については、その主要な

業務の記載をもって足り

るものとする。ただし、生

命保険募集人の登録を受

けている場合はその旨を

記載する。 

合については、その主要な

業務の記載をもって足り

るものとする。ただし、生

命保険募集人の登録を受

けている場合はその旨記

載する。 

所属保険会

社の商号、名

称又は氏名 

乗合会社（代申会社以外）

がある場合は乗合会社名

を略記する。 

同左 

備考 代申会社が、登録申請書の

記載事項及び登録申請書

の添付書類を代理店から

徴求したことの確認とし

て、代申会社において添付

書類徴求済の旨を記載す

る。 

同左 

代理店がその支店等を別

個の代理店として登録の

申請を行う場合には、新た

に登録する事務所の登録

申請書の備考欄に「本店に

て呈示済」の旨記載し、本

店の代申会社名とその登

録番号を記載して提出す

れば添付書類を省略する

ことができる。 

抹消 記載を要しない 同左 

受付 記載を要しない 同左 

   
 

 （様式Ⅲ-2-1②） 

（別紙２） 

登録番号の記載要領 

 

（略） 

（様式Ⅲ-2-2） 

（別紙２） 

登録番号の記載要領 

 

（略） 
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代申会社別区分番号 

 

会  社  名 番 号 会  社  名 番 号 

三井住友 ※ (０１) ＡＩＧ損保 (３９) 

共栄 ０２ ロイズ ４４ 

損保ジャパン ※ (０３) ＨＤＩグローバル ※ (４９) 

三井住友 ０４ 損保ジャパン ※ (５３) 

損保ジャパン ※ (０５) あいおいニッセイ同和損保 

※ 

(５４) 

あいおいニッセイ同和損保 

※ 

(０６) 明治安田損保 ※ (５６) 

あいおいニッセイ同和損保 ０８ 明治安田損保 ５７ 

東海日動 ０９ セゾン ※ (５８) 

あいおいニッセイ同和損保 

※ 

(１０) チャブ ６６ 

セコム １１ チューリッヒ ６７ 

東海日動 ※ (１２) 削る 削る 

損保ジャパン ※ (１３) ザ・ニュー・インディア ７７ 

日新 １４ アクサ ８２ 

損保ジャパン ※ (１５) カーディフ ８６ 

ＡＩＧ損保 １６ チャブ ※ (９３) 

損保ジャパン １７ 現代 ９６ 

楽天 １８ アニコム損保 ３Ｃ 

損保ジャパン ※ (１９) アイペット損保 ３Ｅ 

大同 ２２ ＳＢＩ損保 ３Ｇ 

セゾン ２３ エイチ・エス損保 ３Ｈ 

ジェイアイ ２４ イーデザイン損保 ３Ｊ 

アリアンツ ２５ ａｕ損保 ３Ｋ 

キャピタル損保 ２６ ペット＆ファミリー損保 ３Ｌ 

代申会社別区分番号 

 

会  社  名 番 号 会  社  名 番 号 

三井住友 ※ (０１) ＡＩＵ ３９ 

共栄 ０２ ロイズ ４４ 

損保ジャパン日本興亜 ※ (０３) ＨＤＩゲーリング ※ (４９) 

三井住友 ０４ 損保ジャパン日本興亜 ※ (５３) 

損保ジャパン日本興亜 ※ (０５) あいおいニッセイ同和 ※ 

 

(５４) 

あいおいニッセイ同和 ※ 

 

(０６) 明治安田損保 ※ (５６) 

あいおいニッセイ同和 ０８ 明治安田損保 ５７ 

東海日動 ０９ そんぽ２４ ５８ 

あいおいニッセイ同和 ※ 

 

(１０) エース ６６ 

セコム １１ チューリッヒ ６７ 

東海日動 ※ (１２) ゼネラリ ６８ 

損保ジャパン日本興亜 ※ (１３) ザ・ニュー・インディア ７７ 

日新 １４ アクサ ８２ 

損保ジャパン日本興亜 ※ (１５) カーディフ ８６ 

富士 １６ フェデラル ９３ 

損保ジャパン日本興亜 １７ 現代 ９６ 

朝日 １８ アニコム損保 ３Ｃ 

損保ジャパン日本興亜 ※ (１９) アイペット損保 ３Ｅ 

大同 ２２ ＳＢＩ損保 ３Ｇ 

セゾン ２３ エイチ・エス損保 ３Ｈ 

ジェイアイ ２４ イーデザイン損保 ３Ｊ 

アリアンツ ２５ ａｕ損保 ３Ｋ 

日立キャピタル ２６ 新設 新設 

保険会社向けの総合的な監督指針（新旧対照表） 



 

1
6 

改 正 後 現 行 

ソニー ２７ さくら損保 ３Ｍ 

三井ダイレクト ２８ レスキュー損保 ３Ｎ 

コファス ３５ 全管協れいわ損保 ３Ｐ 

アメリカンホーム ３７ ユーラーヘルメス ４Ａ 

  アトラディウス ４Ｃ 

  ＨＤＩグローバル ４Ｇ 

  スイス損保 

 

４Ｈ 

  スター ４Ｊ 

※当該番号については、合併前の既存代理店において使用する代申会社区分

番号である。 

ソニー ２７ 新設 新設 

三井ダイレクト ２８ 新設 新設 

コファス ３５ 新設 新設 

アメリカンホーム ３７ ユーラーヘルメス ４Ａ 

  アトラディウス ４Ｃ 

  ＨＤＩゲーリング ４Ｇ 

  スイス・リー・インターナ

ショナル 

４Ｈ 

  スター ４Ｊ 

※当該番号については、合併前の既存代理店において使用する代申会社区分

番号である。 

 

保険会社向けの総合的な監督指針（新旧対照表） 


